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当局の指摘した事例① 国道202号小田部地区 

－１－ 

【信号機と車両感知器間に架空線が残存】 (位置図) 

(注)●は信号機、●は車両感知器、「－」は架空線を表す。 

国道202号(今宿新道) 

(天神方向 →) 

小田部 
交差点 

(← 今宿方面) 

架空線が残存 

(平成26年４月30日当局が撮影) 

事業予定地付近の住民の同意が得られず、歩道への埋設工事が行われなかったため、信号機と車両感知器の間に架空線
が残存している。 
 
※ 当局が電線共同溝平面図を確認したところ、架空線が残存している歩道に、電力系及び通信系の管路が埋設して 
 ある。                   
 



 
 

当局の指摘した事例② 国道202号小田部地区 

－２－ 

【信号機と電柱間に架空線が残存】 

架空線１本を撤去 

(架空線撤去後) 

 当局が現地を確認したところ、架空線が２本残存。(左の写真)  
 
 このうち１本の架空線は、電線管理者と信号機施工業者の間の連携不足のため、無電柱化区域内の信号機から同区域

外の電柱の間に残存している。 
 
 ※当局の調査を契機として、平成26年６月に電線管理者が、架空線１本を撤去(右の写真) 
 
  もう１本の架空線について、福岡国道事務所は、当該架空線は無電柱化整備区間内に設置された信号機から整備区間外の市道に設置された 

  車両感知器との間を結ぶものであり、信号機と車両感知器の連動のため必要なものであるとしている。    

(架空線撤去前) 架空線が２本残存 

(平成26年４月30日当局が撮影) (平成26年６月27日当局が撮影) 



福岡都市圏における無電柱化事業の状況(福岡国道事務所) 

－３－ 

（注)福岡国道事務所ＨＰより抜粋 

調査対象地区 

《原（２）地区》 
 整備箇所：福岡市早良区飯倉３丁目～原５丁目 
 整備延長：1.46km 

  
《小田部地区》 
 整備箇所：福岡市早良区原５丁目～小田部４丁目 
 整備延長：2.08km 

(注) 図の中で「単独地中化区間」とあるのは、  
  電線管理事業者が無電柱化事業を実施した  
  区間であり、電線共同溝法に基づき、福岡 
  国道事務所が施工した区間ではない。 
   なお、当該区間は、福岡市博多区祇園町   
    交差点～中央区赤坂３丁目交差点 
   （０k520～３k710程度)である。 
    



無電柱化推進計画等 

－４－ 

１ 無電柱化に係る計画の推移 
 ① 電線類地中化計画 
  ② 新電線類地中化計画 
 ③ 無電柱化推進計画 
 ④ 無電柱化に係るガイドライン 

２ 無電柱化に係るガイドラインにおける無電柱化事業の対象箇所 
   市街地の幹線道路や安全で快適な通行空間の確保、良好な景観・住環境の形成、災害の防止、情報通信ネットワークの信 
  頼性の向上、歴史的街並みの保全、観光振興、地域文化の復興、地域活性化等に資する箇所 

３ 閣議決定における無電柱化の推進 
 (1) 第三次社会資本整備重点計画(平成24年８月31日閣議決定) 
    市街地等の幹線道路の無電柱化率を23年度末の15％から28年度末には18％とする目標  
 (2) 経済財政運営と改革の基本方針2014（平成26年６月24日閣議決定） 
    無電柱化などの景観や防災に配慮したまちづくりを推進すると明記 

① ① ① ② ③ ④ 



国土交通省及び九州地方整備局が算出した管内の緊急輸送道路等における無電柱化率 

－５－ 

国土交通省道路局環境安全課が算出した管内の緊急輸送道路 
及びバリアフリー法特定道路における無電柱化率 

福岡県内の直轄国道に係る電線共同溝の指
定道路における無電柱化率（平成25年度） 



電柱の本数等の推移 

－６－ 

九州電力管内における電柱の総数、撤去数及び新設数の推移 ＮＴＴ九州事業本部管内における電柱の総数、撤去数及び 
新設数の推移 



無電柱化協議会 

－７－ 

無電柱化協議会の設置目的等 
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